
行政制度調整について（新潟市と近隣 12 市町村合併） 

 

【移行方法の調整方針区分の説明】 
区分 説    明 

適用 
当該市町村においても新潟市の制度を適用する。（新潟市に制度があり，当該市町村に制度

がない場合） 

統一 
新潟市の制度に統一する。（当該市町村においても制度はあるが，当該市町村の制度より新

潟市の制度が上回っている場合，または，新潟市のサービスと同程度である場合など） 

廃止 
新潟市に制度がなく，当該市町村には制度があり，合併後，当該市町村の制度を廃止する

場合。 

なし 
新潟市及び当該市町村に制度がなく，合併後も制度を設けない（※印を付したものは，合

併後，新市として制度を検討する）場合。 

拡充 
新潟市のサービス水準が他市町村より低いものを一定水準に引き上げる場合，および，新

潟市以外の制度で新市全体として取組むものとした場合。 

独自 当該市町村の独自の施策で合併後も存続する場合。 

経過 
当該市町村の制度で合併後ただちに統一すると，住民生活に非常に大きな影響をもたらす

ことから一定の期間，経過期間を設ける場合。 
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